
 

 

声明「こころとからだの学習」裁判最高裁決定を受けて 
 

                     ２０１３年年１１月２９日 

                   「こころとからだの学習」裁判原告団 

                   「こころとからだの学習」裁判弁護団 

                   「こころとからだの学習」裁判支援全国連絡会  
 
１ 昨日、最高裁判所第1小法廷（金築誠志裁判長、櫻井龍子裁判官、横田尤孝裁判官、白木勇裁判官、山 

浦善樹裁判官）は、都立七生養護学校で行われていた性教育（「こころとからだの学習」）に、都教委

・都議ら・産経新聞社が介入した事件に関し、教員・保護者の上告、上告受理申立、東京都の上告受理

申立、都議らの上告、上告受理申立をいずれも、棄却するとの決定をした。 

   これで、2011年9月16日に言い渡された東京高等裁判所民事第2部の判決が確定した。被告への違法

判断の不徹底さを残したが、三度勝訴判決である。 
 

２ 高裁判決は一審判決の結論を維持し、一審判決（東京地裁民事 24 部 2009 年 3 月 12 日判決）に続

いて、七生養護学校の教育に介入した都議らの行為と、これを黙認し厳重注意処分を発した都教委の行

為を違法として損害賠償を命じた。 

  一審原告は、高裁判決が私たちのその余の請求を認めなかったこと、都教委の教育内容への介入の余地

を認めたことを不服として、上告及び上告受理申立をした。そして、上告理由書及び上告受理申立理由

書を提出し、高裁判決の不十分な点を明らかにし、また都教委・都議らへの反論書面も提出した。 

さらに、憲法学者・教育法学者の意見書も提出し、都教委・都議らの行為が憲法 26 条や 1976 年の旭

川学力テスト事件最高裁判決に違反することを明らかにしてきた。 

  最高裁判所は、憲法判断を避け、旭川学テ判決の本件への適用を避けた点では遺憾と言わざるを得ない。 
 

３ しかし、確定した高裁判決は、都議・都教委の「過激性教育」判断の根拠の誤りであることを明示し、

「こころとからだの学習」を「望ましい取り組み方であった」と評価し、教育現場の自主性を広く認め

る画期的な判決であった。 

  高裁判決は、学習指導要領について、「一言一句が拘束力すなわち法規としての効力を有するとするこ

とは困難」として「教育を実践する者の広い裁量」を強調した。知的障害養護学校の学習指導要領につ

いても、「各学校の児童・生徒の状態や経験に応じた教育現場の創意工夫に委ねる度合いが大きいと解

することができる」と述べた。また、教育委員会の権限について「教員の創意工夫の余地を奪うような

細目にまでわたる指示命令等を行うことまでは許されない」とも述べた。そして、「こころとからだの

学習」について具体的に教育内容を検討したうえ、「本件性教育は学習指導要領に違反しているとはい

えない」と明確に述べた。 
 

４ 違法とされた都教委・都議らの介入行為の誤りであったことを具体的に示すことを求める。 

  本件事件以後、事件の萎縮効果によって学校で性教育に取り組めない状況が広がっている。また、都教

委は本件事件以後、教育現場への介入・管理を強める施策を行ってきた。しかし、子どもたちに必要な

性教育は行われるべきであるし、子どもの学習権に応えるためには教育現場の自主性が確保されなけれ

ばならない。 

  私たちは、都教委・都議らに対し、教育現場の自主性を尊重する司法の判断にしたがい、事件後に改訂

された「性教育の手引」の、七生養護学校の実践を不適切な例とした記載を改めるとともに、持ち去っ

た教材は不適切ではなかったのであるから教育現場に戻すべきである。今後このような教育現場への不

当介入防止策の検討など、行政と議会の責任を果たすべきである。 

また産経新聞による「不適切な教育」との判断に基づいた、七生養護学校関係者を傷つけ、その教育

を破壊に導く報道は裁かれなかったものの、それが事実上誤報であったことが明らかとなった。 
 

５，この最高裁判決は、国や地方自治体による教育への不当介入が強められようとしている現在、教育の自

主性を守り、教育の本質を明らかにする上で、また子どもの権利としての教育を確立する上で重要な意

義を持つものである。 
 

６，これまでの、全国連会員はじめ、全国のみなさまの長きにわたるご支援に感謝するとともに、判決への

理解を広め、障害児教育、性教育をはじめ日本の教育の発展と、教育行政の改革のために努力を続けたい。  

                                      以上 


